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第７回・第８回検討会におけるヒアリングにあたって

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現

 ２．主要分野ごとの重要課題と取組方針

（５）持続可能な地方行財政基盤の強化

東京一極集中が続き行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大しつつある地方公共

団体間の税収の偏在や財政力格差の状況について原因・課題の分析を進め、税源の偏在性が

小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けて取り組む。

○ 第５回・第６回検討会における委員の主なご発言

＜経済活動の動向＞

○ 電子商取引の拡大が地方税収に与える影響

○ フランチャイズ事業の伸長、

持株会社体制への移行が地方税収に与える影響

＜地方税財政の現状＞

○ 東京一極集中の原因・課題

○ 行政サービスの地域間格差の現状やその原因

○ これまでの偏在是正措置の効果

○ 経済財政運営と改革の基本方針202５（令和７年６月１３日、閣議決定）（抄）

資料１



第７回 地方税制のあり方に関する検討会

全国知事会ヒアリング説明資料

宮崎県知事 河野 俊嗣
（全国知事会 地方税財政常任委員長）

令和７年８月２１日

資料２
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また、偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築のため、拡大しつつある地方

団体間の税収の偏在や財政力格差の状況について原因・課題の分析を進めることとされ

た。特に、住所地課税の例外となっている道府県民税利子割について、税収帰属の適正

化のための抜本的な方策を検討することとされたことを高く評価する。今後、現在の社

会経済情勢に対応した地方法人課税のあり方も含め、分析・検討をお願いしたい。

１ 令和７年度与党税制改正大綱決定を受けた全国知事会声明（令和６年１２月２０日）
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Ⅳ 税制抜本改革の推進等

６ 税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築

全国知事会としては、地方が責任をもって、地方創生・人口減少対策をはじめ、福

祉・医療、地域経済活性化・雇用対策、人づくり、国土強靱化のための防災・減災事業

など、地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを十分担っていく上で、地方税は最

も重要な基盤であり、地方税の充実とともに税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方

税体系の構築を目指すべきであるとかねてより主張してきた。

令和７年度与党税制改正大綱及び今般の骨太方針2025に取り上げられたとおり、東京

一極集中が続き行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大しつつある地方団体間

の税収の偏在や財政力格差の状況について原因・課題の分析を進め、税源の偏在性が小

さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けて取り組むべきである。

２ 地方税財源の確保・充実等に関する提言（令和７年７月２３日全国知事会）



参考 令和７年７月２３日 全国知事会議 意見要旨（偏在是正）

○ 都は豊かな財政力を背景に、子育て支援や水道料金の無償化など手厚い行政サービスを提供している。その結果、若
者や女性が東京に集中し、地方の人口減少に拍車がかかっている。地方も魅力的なまちづくりに努力はするものの、偏
在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築が必要。

○ 偏在是正をやるタイミングに既に来ている。１⼈当たりの税額が最大と最少で２を超えたら偏在是正すべきだと思って
いる。明確な基準を持ってやるべき。都は事業の見直しで9,400億円の財源を確保できたとしており、偏在是正を行ったと
しても政策への支障は無いのではないか。地方との行政サービスの違いは各自治体の優先順位の問題だという都の主
張は、地方の努力が足りないと言っているのと同じ。

○ 都は首都として発展いただきたいが、財源に苦労した経験がないため、地方の厳しい現状を理解できていないと思う。
地方は切実な財源不足に身を置きながら仕事と向き合っており、優先順位の問題ではない。都の豊かな財源による政策
が全国の自治体財政に影響を及ぼしている。地方も行政改革に努めているが、都との財政状況には大きな差がある。前
向きな投資は歓迎する一方、ばらまくことに関しては一考を。

○ 一般財源全体における東京都のシェアは、令和元年をピークに今の偏在是正が行われたが、ここ５年でまた上がり、
当時の水準と同じくらいになっていることから、偏在是正の議論をする時期に来ている。また、物価上昇や臨時財政対策
債の減少を踏まえ、地方財政の根本的な議論が必要。

○ 税源の偏在是正について、地方税全体を充実させ、地方の役割に見合った税財源を確保するとともに、日本全体を活
性化させ、税収全体の税収のパイを拡大させるという視点が重要。都市と地方の自立・連携・共生、地方創生を強力に進
める観点での議論を。

○ 地方交付税を含めた都の1人当たりの一般財源は全国平均と同水準であり、税源の偏在はない。また、都は事業の見
直しで9,400億円の財源を捻出しており、行政サービスの違いは各自治体の優先順位、プライオリティの問題である。都
の財源を念頭に地方法人税などを国税化する偏在是正措置は、地方分権に逆行する不合理な措置であり反対。

意見例

【主な意見】

○ 偏在是正を議論する時期を迎えている。

○ 地方全体の財源を充実させ、税収全体のパイを拡大させる視点が何より重要
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愛知県 一宮市長 中野 正康

（全国市長会 都市税制調査委員会副委員長）

全国市長会ヒアリング説明資料

第７回地方税制のあり方に関する検討会 令和７年８月２１日（木）

１．全国市長会の提言等

２．市町村税税収と性質別歳出決算額の状況

３．一宮市の概要

千晴 渡邊
スタンプ



   全国市長会の提言等

１

２．地方税の充実強化 （抜粋）
都市自治体が行う住民生活に直結した行政サービスの財政需要の急増と多様化に

迅速かつ的確に対応できるよう、一般財源を充実確保する観点から、地方消費税を
都市自治体の基幹税として位置付けるなど税源の偏在性が小さく、税収が安定的な
地方税体系を構築すること。（中略）
また、地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基本とし、まずは、税源移譲

による国・地方の税源配分「５：５」の実現を図ることにより、地方の財政自主権
を拡充すること。 

都市税財源の充実確保に関する重点提言 （令和７年６月４日）

（抜粋）
今後の地方創生２．０の推進に当たっては、少子化対策を軸とした人口減少対策、
東京一極集中の是正を明確にした我が国のグランドデザインと今後の地方創生の取
組の方向性を示し、国と地方の役割分担のもと、都市自治体の自主的・主体的な取
組を強力に支援すること。

人口減少への対応とデジタル社会の推進による 
新たな地方創生の実現に関する決議 （令和７年６月４日）



市町村税税収と性質別歳出決算額の状況

２

・市町村税税収は過去10年
間で20.6兆円から23.7兆円
に増加（約15％増）。

・一方、扶助費は同期間中
に11.2兆円から17.0兆円に
増加（約51％増）、人件費
も8.8兆円から10.5兆円に
増加（約19％増）。

・歳出全体でみても、54.9
兆円から66.9兆円に増加
（約21％増）。

グラフは「地方財政の状況」（総務省）を基に作成

（兆円）
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   一宮市の概要

３

【人口】 【高齢化率（老齢人口割合）】 【財政力指数】

  375,286人(R7.8.1時点) 27.5％ （全国平均:29.3％）       0.77（R5）

【図１】

【図２】

【図３】
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第７回地方税制のあり方に関する検討会
全国町村会ヒアリング説明資料

全国町村会 政務調査会財政委員会委員長
埼玉県町村会長・埼玉県毛呂山町長 井上 健次

１．毛呂山町の概要

２．歳出(性質別)の推移

３．収支見通し・町税収の推移

４．全国町村会要望

もろやままち

千晴 渡邊
スタンプ



１．毛呂山町の概要

1

⚫ 昭和30(1955)年4月1日、旧毛呂山町と川角村が合併して発足

⚫ 埼玉県南西部に位置し、東京都心から50㎞圏内にある

⚫ 人口：31,865人、高齢化率：36.1％（R7.4.1時点）

⚫ 面積：34.07km²（うち山林約4割）

⚫ 特産は、日本最古の生産柚子と云われる「桂木ゆず」

埼玉医科大学のある「医療と福祉」の町、R5.3.27に「健幸づくりのまち」を宣言

埼玉県
毛呂山町

R2 国勢調査人口（人） 35,366 
町道延長(KM)
(R6年度決算)

414.58

H27国勢調査人口（人） 37,275 1級町道 16.06

増 減 率（％） ▲ 5.1 2級町道 25.55

令和7年度予算（百万円）
（公営企業会計除き）

19,415 その他町道 327.97

一般会計 11,806 公共教育施設

特別会計 7,609 保育施設(公立) 2園

一般会計起債残高(百万円)
(R7年度見込)

6,933 小学校(公立) 4校

基金残高（百万円）
（R7年度見込）

1,835 中学校(公立) 2校

財政力指数（R6年度） 0.58

標準財政規模（百万円）
（R6年度）

7,602



２.歳出(性質別)の推移

2

（百万円）

H26 R6 増減

人 件 費 1,742 2,009 267（15.3％増）

扶 助 費 1,886 2,785 899（47.7％増）

公 債 費 807 999 192（23.8％増）

義務的経費 4,435 5,793 1,358（30.6％増）

扶助費
以外

公債費

扶助費

人件費

投資的
経費

※決算ベース



３.収支見通し・町税収の推移

3

3,957 3,974 
3,883 

3,747 3,730 
3,650 3,625 

3,679 
3,573 3,615 3,606 

3,542 3,563 3,520 3,516 3,529 
3,615 

3,670 
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町税収の推移（百万円） ※決算ベース

「毛呂山町財政分析報告書」（令和6年度～令和11年度）
〔令和６年２月〕より引用



４.全国町村会要望

4

「令和８年度政府予算編成及び施策に関する要望」（抄）

（令和７年7月 全国町村会）

４．町村財政基盤の確立（抄）

・町村が、自主性・自立性を発揮して、地方創生を積極的に進めて

いくとともに、地域の実情に応じた様々な行政サービスを着実に

実施していくためには、偏在性の小さい安定的な地方税体系の構

築や地方交付税の安定的確保等により、地方の自主財源を拡充し、

町村の財政基盤を強化することが不可欠である。



第７回 地方税制のあり方に関する検討会
ヒアリング説明資料

令和７年８月２１日
指定都市市長会 総務・財政部会長

千葉市長 神谷 俊一

千晴 渡邊
スタンプ



1.千葉市について

2



千葉市の概要

千葉市章のデザインは、

千葉市の開祖・千葉氏の月星紋に

千葉の「千」を配したもの

千葉市のプロフィール

千葉市章

大正10年1月1日市制施行

政令指定
都市移行

面積

人口

世帯数

生産年齢
人口比率

平成4年4月1日

271.76㎢

63.0% （R7.3.31現在）

千葉市の特徴

◼千葉市は東京湾の湾奥部に面し、千葉県のほぼ中央部に位置し

ている

◼鉄道や幹線道路の結節点として県内の交通の要衝となっている

◼大都市でありながら住宅地と農村地域が両方存在し、緑と水辺に

恵まれていることが特徴

◼気候は比較的温暖で、令和6年の年間平均気温は18.0℃、

年間降水量は1634.5mm

地理的特徴

気候面の特徴

月星紋

幕張メッセ

日本を代表するコンベンション施設
東京2020オリンピック・パラリンピック

競技会場

自転車競技の国際規格に基づいた
250メートル木製トラック（バンク）を

有する多目的スポーツ施設

TIPSTAR DOME CHIBA

千葉市動物公園

立ち姿で有名なレッサーパンダ
「風太」を飼育していることで知られる

プロ野球・千葉ロッテマリーンズの
本拠地

ZOZOマリンスタジアム

984,023人 （R7.3.1現在）

476,334世帯 （R7.3.1現在）
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歳入 歳出

（億円） （億円）

歳入：5,354億円 歳出：5,311億円

普通会計における歳入と歳出の状況（令和６年度（見込））

◼ 歳入全体に占める市税の割合が高く、自主財源の割合は49.6%（前年度と同水準）となっている。

◼ 歳出については、より安全性の高い財政基盤構築に向け、徹底した事務事業の見直しを行うとともに、本市の持続的発展に必要な投資と財政の健全性の維持・
向上とのバランスを図っている。

義務的経費

58.0%

その他

42.0%

人件費

1,044 

扶助費

1,501 

公債費

538 

投資的経費

637 

物件費

686 

補助費等

322 

その他経費

583 

自主財源

49.6%
依存財源

50.4%

市税

2,119 

諸収入等

538 

国県支出金

1,434 

市債

470 

地方交付税

300 

その他

493 

4
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（見込）
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人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他経費

歳入の推移 歳出の推移
（億円）

普通会計における歳入規模と歳出規模の推移

◼ 歳入の根幹である市税収入は、直近6年間では2,000億円程度で推移。

◼ 義務的経費（人件費・扶助費・公債費）については、扶助費の増加や、公債費の高止まり等により増加傾向。

（億円）

県費負担教職員の給与負担等の
移譲に伴う税源移譲による増加

特別定額給付金の
支給等による増加

県費負担教職員の給与負担等の
移譲により、人件費が大幅に増加

特別定額給付金の支給等に
より、補助費等が大幅に増加
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財政調整基金残高の推移

◼ 本市の財政調整基金については、３次にわたる財政健全化プランに基づく取り組み等により回復基調にあったが、令和４年度以降は新型コロナ対応等の社会経
済情勢の急激な変化に対応するための財政出動により減少に転じている。今後については、扶助費の増加や物価高への対応等に伴い取崩額が多額に及ぶ見通
し。

（百万円）
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減要因（一般財源ベース）
●社会経済情勢の急激な変化に対応するための財政出動
・コロナ対策経費：48億円
・物価高騰対策経費：14億円
●社会保障関係経費
・障害者介護給付等
・介護保険事業特別会計操出金：29億円
・民間保育園等給付：9億円
●子育て支援の充実（子ども医療費助成、第3子以降学校
給食費無償化）：26億円

等
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（参考）公定価格の状況

国庫補助負担金の算定基礎に物価上昇分の反映が不足していると
考えられる例：保育所運営費

◼ 原材料価格の上昇や円安の影響などから、エネルギー・食料品価格等の上昇が続いているが、国庫補助負担金の算定基礎は、物価の上昇が十分に反映されて
いない。

◼ そのため、本市においても、保育施設、高齢者施設、障がい福祉施設等の事業者に対し、国の臨時交付金も活用し支援するほか、臨時交付金の不足分に対して
は、一般財源での対応を余儀なくされている。

（保育） 令和６年度にて公定価格が改定。管理費及び事業費については＋4.7％  
の改定に留まっており、物価上昇分に見合った改定となっていない。

           人件費についても、全産業平均と比較して大きく乖離している状況。
（全産業527万円、保育士407万円※厚労省R6賃金構造基本統計調査）

（医療） 令和６年度にて診療報酬が改定されたが、改定率は＋0.88％。物価上
昇に見合った改定となっていない。

（介護） 令和６年度にて介護報酬が改定されたが、訪問介護基本報酬は引き下
げ。この影響により事業者の収入が減少し、訪問介護事業を廃止する

  市内事業者も増加（R5:18→R6:24事業者）

国庫補助負担金の算定基礎において適切に物価上昇分が反映されてい
ないために必要になった本市事業（R4～R6）
・高齢障害事業所等への光熱費高騰対策支援金 6.7億円（全額を 
臨時交付金で対応）

臨時交付金の対象だが、不足分を市の一般財源で対応した主な事業
（R4～R6）
・一般財源合計額 15.1億円

 （主な内訳）学校・保育施設等給食費支援 9.7億円

    下水道事業光熱水費高騰支援 3.8億円

公定価格の状況

※令和7年7月 指定都市市長会 「令和８年度国の施策及び予算に関する提案」（抜粋）
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1.246

留保財源（＋財源超過額）の県内他市比較（令和５年度）

◼ 標準財政規模（標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模）を基準財政需要額で除することで留保財源（不交付団体においては財源超過額
も含む）の規模感を比較。

◼ 県内３７市で比較すると、千葉市は平均以下の水準であり、指定都市だからといって財政上恵まれた状況にない。

（％）

※不交付団体

※

千葉市
1.214

（平均以下）

※※ ※※※
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経常収支比率の県内他市（人口２０万人以上）比較

◼ 県内８市（人口２０万人以上）における経常収支比率の推移を比較すると、本市の財政は歳出削減に努めているものの、人事院勧告による人件費の増や障害・介
護サービスの利用者数の増などによる義務的経費の増大に伴い硬直化しており、令和５年度をはじめ複数年度にわたり８市中最も比率が高い状況

（％）
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財政調整基金残高の規模感の県内他市（人口２０万人以上）比較

◼ 県内８市（人口２０万人以上）における財政調整基金残高の規模感（財政調整基金残高／標準財政規模）を比較すると、本市は標準財政規模の１割にも満たない。

◼ 一方、令和５年度末残高における、標準財政規模の１割以上の残高を有する市は６市あり、中には３割を超える自治体も存在。
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2.財政力比較
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地方間の税収の偏在をもたらすと考えられる要因（人口増減）

出典：2023年/2024年住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省）より神戸市集計

指定都市20都市のうち、13都市が人口減少

東京23区の人口増が突出、指定都市の多くが人口減へ

東京23区、政令指定都市の人口増減 (2023～2024年)
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地方間の税収の偏在をもたらすと考えられる要因

大企業の東京集中

出典：令和3年経済センサス-活動調査（総務省・経済産業省）
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岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国平均

固定資産税

164.5 165.3 257.0

人口１人あたり税収額の指数（令和５年度、全国平均を１００とした場合）

最大／最小：2.3倍　 最大／最小：2.5倍　 最大／最小：6.3倍 最大／最小：1.2倍　 最大／最小：2.3倍

最大値

最小値

◼ 地方税計については、最も大きい東京都が164.5、最も小さい長崎県が72.0で約2.3倍の格差となっている。

◼ 法人関係二税については、最も大きい東京都が257.0、最も小さい奈良県で40.5で約6.3倍の格差となっており格差の度合いが特に大きい。

（注）１「最大／最少」は、都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値である。 ２地方税計の税収額は、特別法人事業譲与税の額を含まず、超過課税及び法定外税等を除いたものである。 ３個人住民税の税収額は、個人道府県民税
（均等割及び所得割）及び個人市町村民税（均等割及び所得割）の合計額であり、超過課税分を除く。 ４法人関係二税の税収額は、法人道府県民税、法人市町村民税及び法人事業税（特別法人事業譲与税を含まない。）の合計額であり、超過課税分等を除く。
５地方消費税については、令和５年度決算における清算前の税収を、令和５年度決算に適用される清算基準に基づき清算を行った場合の理論値である。 ６固定資産税の税収額は、道府県分を含み、超過課税分を除く。 ７人口は、令和６年１月１日現在の住民
基本台帳人口による。

※令和７年度
（令和５年度決算）地方財政白書より作成
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383,821 

267,315 246,244 

東京都(※) ２０市平均 千葉市

148,929 

82,348 73,166 

東京都(※) ２０市平均 千葉市

※「東京都」は東京都が特別区において徴収した市町村税相当額に特別区税を合算したもの。

人口１人あたりの税収及び一般財源（円） 令和５年度

指定都市数値は総務省「決算カード」 （令和５年度）から算出。

383,821 

225,970 212,448 

東京都(※) ２０市平均 千葉市

市町村税計 固定資産税

65,424 

18,195 
13,238 

東京都(※) ２０市平均 千葉市

法人住民税 税＋交付税

◼ 市町村税計を見ると、東京都と指定都市平均で格差が生じており、税目別で見ると、特に法人住民税について格差が大きい。

◼ 地方交付税による財源調整後においても、依然として格差が生じている。

都/20市平均
令和５年度 1.70倍

都/20市平均
令和５年度 1.81倍

都/20市平均
令和５年度 3.60倍

都/20市平均
令和５年度 1.44倍

15
人口は、令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口による。



330,892

228,317 208,656 

383,821 

267,315 246,244 

東京都(※) ２０市平均 千葉市

330,892 

181,460 179,269 

383,821 

225,970 212,448 

東京都(※) ２０市平均 千葉市

66,098 

20,327 18,932 

65,424 

18,195 13,238 

東京都(※) ２０市平均 千葉市

106,285 65,876 67,116 

148,929 

82,348 
73,166 

東京都(※) ２０市平均 千葉市

※「東京都」は東京都が特別区において徴収した市町村税相当額に特別区税を合算したもの。

人口１人あたりの税収及び一般財源（円） 10年前との比較

固定資産税

都/20市平均
平成25年度 1.45倍
令和５年度 1.44倍

税＋交付税

都/20市平均
平成25年度 1.82倍
令和５年度 1.70倍

市町村税計

◼ 平成25年度と令和5年度を比較すると、市町村税計を見ると、指定都市は平成29年度に県費負担教職員に係る税源移譲がなされたことなどから、東京都との格差
は若干縮小しているものの、依然として格差は大きい。

◼ 法人住民税を見ると、平成26年度の地方法人税の創設に伴い税率が引き下げられた影響が東京都より指定都市の方が大きいと考えられることなどから格差が拡
大している。

◼ 法人関係税の格差については課題があると認識しているものの、法人住民税に関してはこれ以上格差を助長させるような制度改正には慎重であるべき。

※指定都市市長会では、法人住民税については、国・地方間の税源配分の是正により、配分割合の拡充を求めているところ。

指定都市数値は総務省「決算カード」 （令和５年度）から算出。

平成25年度

令和5年度

都/20市平均
平成25年度 1.61倍
令和５年度 1.81倍

16
人口は、平成２６年１月１日及び令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口による。

法人住民税 都/20市平均
平成25年度 3.25倍
令和５年度 3.60倍



経常収支比率（令和５年度）

76.5

81.3

98.4

75

85

95

105
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山
市

浜
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市

大
阪
市
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市

福
岡
市

新
潟
市

札
幌
市

さ
い
た
ま
市

相
模
原
市

仙
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市
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市

千
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市

京
都
市
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市
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古
屋
市

堺
市

※数値は総務省ＨＰに掲載されている財政状況資料集及び東京都発表の特別区普通会計決算概要より。

（%）

◼ 経常収支比率を見ると、東京都及び特別区の比率が指定都市20市と比べ突出して低く、自由に使える財源が潤沢である。
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3.住民サービス比較
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※人口は、令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口による。

行政サービスの格差 一自治体の独自施策のための財源の状況一

◼ 基準財政需要額を上回る人口１人あたりの一般財源等の額は、都・区計が首都圏３県・指定都市計を上回っている

⇒都・区は、標準的な行財政運営を上回る独自施策の充実のための財源が潤沢

※人口１人あたり金額・・・都・区計３８.２万円、首都圏３県・市計１９.３万円 都・区計は県・市計の約２.０倍

都・区計38.2万円

県・市計19.3万円

約2.0倍

※一般財源等…一般財源に加え、一般財源と同様に使途が特定されない財源（目的が特定されていない寄附金等）を加えた額として決算カードに掲載されているもの
なお、東京都の一般財源等は、特別区財政調整交付金の原資分（1兆2,095億円）を控除している

令和５年度決算、決算カードより作成。
19

人口（人）
一般財源等※

（百万円）

基準財政需要額

（百万円）

一般財源等の

超過額

（百万円）

人口1人あたり

（千円）

A B C D=B-C E=D/A

東京都 13,911,902 6,160,777 2,104,104 4,056,673 292

9,643,024 3,328,213 2,458,421 869,792 90

22,897,485 4,986,745 3,090,146 1,896,599 83

8,323,877 2,626,075 1,713,469 912,606 110

埼玉県 7,378,639 1,657,475 1,053,628 603,847 82

1,345,012 392,879 262,381 130,498 97

神奈川県 9,208,688 1,889,642 1,101,695 787,947 86

3,752,969 1,212,272 789,865 422,407 113

1,529,136 479,544 304,548 174,996 114

717,861 224,029 147,779 76,250 106

千葉県 6,310,158 1,439,628 934,823 504,805 80

978,899 317,351 208,896 108,455 111

首都圏3県計

自治体

千葉市

相模原市

川崎市

横浜市

さいたま市

首都圏政令市計

23区計



東京都 有り

（R7.9から）

実施自治体に補助

対象：第1子以降 所得制限なし

有り

実施自治体に補助

対象：公立全児童生徒

　　　　 所得制限なし

有り

対　　　象：0歳～高校3年生

一部負担：【通院】 小学生以上は１回200円

　　　　　　　 【入院】 無料

有り

児童手当に加えて直接支給

 対象：18歳以下、所得制限なし

 金額：月額5,000円/児

23区 有り
全区で実施

※対象は都と同一
有り

全区で実施

※対象は都と同一
有り

全区で実施

対　　　象：0歳～高校3年生

一部負担：なし（無料）

有り

一部の区において、上乗せして現金

給付を実施

（中高生世代への手当（月額

15,000円/児））

千葉県 無し 有り

実施自治体に補助

対象：第3子以降

         所得制限なし

有り

対　　　象：【通院】 0歳～小学3年生

　　　　　　　 【入院】 0歳～中学3年生

一部負担：【通院】 1回300円（6回目以降無料）

               【入院】 1日300円（11日目以降無料）

無し

千葉市 有り

（R7.9から）

対象：第3子以降、所得制限なし

※国の多子軽減要件を緩和

有り ※対象・所得制限は県と同一 有り

対　　　象：0歳～高校3年生

一部負担：【通院】 1回300円（6回目以降無料）

　　　　　　　 【入院】 1日300円（11日目以降無料）

※第3子以降無料

無し

子ども医療費助成
子どもへの現金給付

子ども一人ひとりの成長を等しく支えるため、

児童手当に加えて、18歳までの全ての子どもに給付保育料等 学校給食費
　　　　　　　　　高校授業料
　国制度　公立：所得制限なし ※R7年度から

　 　　　　　私立：年収約590万円未満実質無償

東京都並みの

施策実施に要する

本市負担額
 第1子以降…34億円  全児童生徒…38億円

 全生徒…54億円

　　※東京都のR7予算規模643億円を人口按分で試算

自治体

無償化

 全受給者…3.8億円

　※23区全区で実施していることから、23区並みに実施した場合の負担額で試算

 18歳以下に月額5,000円

　　　…86億円

有り

対象：都内外の私立高校、親子都内在住

要件：所得制限なし

上限：49万円/年

有り

対象：県内私立高校、親子県内在住

要件：①年収約640万円未満

　　　　 ②年収約750万円未満

上限：①なし

　　　　　（実質52.2万円/年が最大）

　　　　 ②年間授業料の3分の2

　　　　　（255,600円まで）

国制度

上限396,000円/年 → 都県独自で上乗せ

行政サービスの地域間格差の状況（令和７年度）

◼ 東京都は、潤沢な財源を活用し、他自治体が追従できないレベルで独自の支援策を広範に実施しており、国内で大きな
地域格差を生じさせている。

◼ 仮に、本市で東京都並みの子育て支援施策を実施する場合、少なくとも２１６億円の追加の財源が必要

東京都並みの子育て支援施策を本市
独自で実施する場合の追加財政需要

５施策合計    ：２１６億円

20

東京都は上記に加えて、
・「東京都出産・子育て応援事業（産後に10万円相当のギフトなど R7予算144億円）」 ・「都版海外留学制度（大学生等の留学に最大315万円の支援 R7予算1億円）」     
・「学童保育の独自認証制度（独自基準を満たした場合に国基準に上乗せして運営費支援（1支援の単位619万円） R7予算24億円）」
などの子育て支援策を実施しているほか、
・「地域医療確保に係る緊急支援事業（民間病院等への緊急支援として診療報酬に上乗せ R7予算321億円）」
・「介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業（介護職員等に月額１万円を支給 R7予算285億円）」
など、多岐にわたって独自施策を展開している。



「地方税制のあり方に関する研究会」
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１．経団連の地方創生への
考え方・取り組み

1



FUTURE DESIGN 2040の全体像

2



地域経済社会 – 地域別生産年齢人口の将来推計

370 万人

223 万人

1

2

北海道

357 万人

219 万人

1

2

北陸圏

494 万人

325 万人

1

2

中国圏

902 万人

667 万人

1

2

九州圏、沖縄県

271 万人

150 万人

1

2

四国圏 1,281 万人

976 万人

1

2

近畿圏 996 万人

820 万人

1

2

中部圏

2,338 万人

2,484 万人

1

2

首都圏

632 万人

349 万人

1

2

東北圏

3

生産年齢人口
（全国）

1976年 7,639万人

2040年 6,213万人

増減率 ▲19％

出所：総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」より経団連事務局作成
注：本地図は日本の領土を網羅的に記したものではない

▲34％

▲26％

▲38％

▲40％

▲24％

▲45％

＋６％

地域別の生産年齢人口

▲18％

◆ 2040年の日本の生産年齢人口は6,213万人と推計
◆首都圏以外の全ての地域で減少。減少率が1976年と比べ５割に迫る地域も存在
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地域経済社会 – 目指すべき姿、政府・企業の役割

政府等の役割
◆地方自治体・地域を担う多様なステークホルダーの主体性に基づく、バーチャルな圏域も含め
た広域連携の推進（「新たな道州圏域構想」）

◆国土のグランドデザイン・中長期のロードマップの策定、地域生活圏の構築支援
◆自然環境の激変に対応したインフラの点検・再整備
◆デジタルの徹底活用（国によるデジタル共通基盤、デジタルライフラインの総合整備・構築、
スマートシティの社会実装等）

◆官民連携による戦略的な産業立地、地域産業の振興
◆特色ある地方大学の産学連携による地域振興及び担い手の輩出

目指すべき姿
◼ 現行の地方自治体の垣根を越えるより広い圏域で、多様な主体が切磋琢
磨することで、人口減少下においても、地域経済社会が多極分散型で自律
的・持続的に発展し、地域の個性を活かした多様な取り組みが実現している

◼ 平時・災害時いずれにおいてもデジタルの徹底活用が浸透し、圏域を越えて
切れ目のない行政サービスが展開されている

企業・経済界の役割

◆各地域でのデジタル技術の社会実装

◆官民連携による地域への投資拡大・雇用創出

◆地域資源を活かした産業の育成（農業・観光・エネルギー等）

4



地域経済社会 – 新たな道州圏域構想

基本的考え方

都道府県より広域のブロックとして「道州圏域」を一つの仮想単位（区割りは設けない）とし、
バーチャルな道州圏域ごとに大胆な独自施策を実行できるための仕組みを柔軟に推進

◆地方「分権」から地方「集権」、中央「集権」から中央「分権」への発想転換：

⚫地方「集権」：道州圏域ごとの独自の地域ビジョンとロードマップの立案・実行

⚫中央「分権」：地方支分部局への大幅な権限移譲、地方支分部局を束ね、
道州圏域内の調整機能を果たす機関の検討

◆道州圏域での施策をリードする主体の明確化・権限強化：

⚫中心都市機能を果たす地方自治体（中枢中核都市等）の権限強化

⚫各道州圏域と各地経済団体の連携強化※

※広域連合制度の活用・権限強化／各地経済団体が策定している地域と道州圏域の
独自ビジョンとの連携等

◆人口規模ではなく、全体最適の観点からの地方自治体単位の見直し

5



地域経済社会 – 各地経済団体の独自ビジョン

注1：経団連事務局において、各地経済団体へ、広域経済圏の形成に向けた各地域の特色ある取り組み内容についてヒアリングを実施した内容をもとに整理
注２：中部経済連合会は、FD2040公表後に更新

◆各地経済団体では、すでに都道府県レベルを越える圏域での独自ビジョンを策定し、施策を推進

各地経済団体 ビジョン・構想等の例 概要

北海道経済連合会
2050北海道ビジョン
（2021年6月策定）

◼ 2050年の「望ましい北海道」（ありたい姿）の実現に向け、「オール北海道」で目
標に取り組み、『課題解決先進地域』のフロントランナーを目指す

東北経済連合会
「わきたつ東北」
（2017年１月策定）

◼ 2030年に向けた中期ビジョン
◼ 「東北は一つ」という基本理念の下、産学官金による共創を推進し、
従来の経済活動の枠組みを超えて理想の地域経済社会を実現

北陸経済連合会
「北陸近未来ビジョン

（スマート・リージョン北陸）」
（2019年６月策定）

◼ 2030年代中頃の「ありたい姿」に関するビジョン
◼ 北陸三県を一つの大きな連接した都市圏とみなし、「産業」「観光」
「暮らし」の観点からの連携による取り組みについて提言

中部経済連合会
「中部圏ビジョン2050」
（2025年２月策定）

◼ 「豊かで持続可能な社会」の実現を目指す2050年に向けた長期ビジョン
◼ ①製造業のスマート化を起点とした産業の進化と多様化、②人材・働
き方の高度化、③魅力と活力のある地域社会の形成を目指す

関西経済連合会 「関西広域連合」（2010年12月設立）
※地方自治法に基づく「広域連合制度」を活用

◼ 防災、観光・文化・スポーツ振興、産業振興、医療、環境保全、資格試
験・免許等、職員研修の7分野の広域事務を実施

中国経済連合会
「中国経済連合会ビジョン」

（2016年６月策定）

◼ 2030年頃に向けた中期ビジョン
◼ 目指す将来像として「活力に溢れ豊かさが実感できる中国地方」を
掲げ、地域の自立と連携による広域経済圏の確立を目指す

四国経済連合会
「四国が目指す将来像」
（2022年４月策定）

◼ 「大きすぎず小さすぎない適度なサイズ感のサステナブルな島」を目指す
◼ 産業振興、観光振興、ＤＸ推進、人口減少対策を中心に四国の自治
体や大学、他の経済団体など幅広い主体と連携

九州経済連合会
「九州将来ビジョン2030」
（2021年５月策定）

◼ 2030年に向けた中期ビジョン
◼ 「新たな時代の成長エンジン」、「心の豊かさを成長につなぐ幸せコミュニ

ティ」、「自立型広域連携アイランド」を軸とした持続可能な地域を目指す
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地域経済社会 –道州圏域での取組みが期待される分野

観光・農業
⚫ 自然や文化、食などの地域の個性を
活かした持続可能な地域産業の育成

産業・エネルギー
⚫ エネルギー立地など地域の特性に
応じた産業クラスターの育成

⚫ 適地でのデータセンター等の立地
⚫ 再エネの地産地消

地方大学のあり方
⚫ 地域中核大学や
特色のある地方大学の整備

コンパクトシティ・スマートシティ
⚫ 公共施設の集約
⚫ スマートシティの社会実装

防災・減災
⚫ 気候変動に対応した、事前防災、防災DXの活用、
インフラの点検・再整備

◆道州圏域ごとに地域ビジョンを作成し、各地方経済団体、国・地方自治体で共有。
多様な主体とも連携

◆ビジョンの中で、観光・農業といった産業振興に留まらず、産業立地・エネルギー立地、
コンパクトシティ・スマートシティ、防災・減災、地方大学のあり方などを検討
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１．産業立地

◆ 地域の特性に応じた産業クラスターの育成に向け、産業用地の確保をはじめ、産業戦略
（産業・エネルギー立地等）と国土・地域開発とを一体的に捉える必要

◆ 経済産業省で実施予定の「産業用地マッチング事業」について、活用が進むよう、会員
企業への周知を進める

２．スタートアップ

◆ 経団連では、これまで、大企業とスタートアップの連携促進に向けたイベント
（KIX:Keidanren Innovation Crossing）を実施

◆ 今後は、各地域に根差す企業とスタートアップとの連携を促進すべく、各地域における
ピッチイベント（KIX-Region（仮称））を実施予定

３．地方部への人の流れの創出

◆ 各地の施策をリードするような企業人材を含めた人の流れの創出が課題（地域企業経
営人材マッチング促進事業、プロフェッショナル人材事業、先導的人材マッチング事業等、
各省において複数の制度が既に存在）

◆ 各企業が、その特性や関心に適した支援を受けられるよう、官民連携し、それぞれの制度
の周知・活用を進める

４．地域協創アクションプログラム（2021年～）

◆ 産学連携事例が創出されており、今後も多様な分野で引き続き推進

地方創生に関する経団連の今後の取組

8



地域協創アクションプログラム

◆経団連は、地域ならではの特色を活かしつつ、価値をともに創り出す「地域協創」の推
進が重要との認識の下、地域企業・大学・自治体・団体など多様な主体の活動を後押し
し、地域協創の取り組みを拡大するため、「地域協創アクションプログラム」を策定。

◆地域活性化に向けた10の政策課題を提示し、その解決に共に取り組む連携先を公表。

出所：経団連「地域協創アクションプログラム」（2021年11月）
9



地域協創アクションプログラム・事例集

◆ 「地域協創アクションプログラム」とともに、会員企業・団体の取り組みをまとめた「地域
協創事例集」を公表。これらを相乗的に活用し、各会員企業の活動を掛け合わせること
で、経団連全体で地域における価値協創をさらに拡大・推進を図る。

◆ 2024年３月に事例集を更新・拡充。

出所：経団連「地域協創アクションプログラム」（2021年11月）
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防災・減災対策の充実に向けて：はじめに

①近年の災害の様相
◆ 日本各地で多くの大規模地震が発生し、災害が激甚化・頻発化。災害の複合化も懸念。

◆ 首都直下地震や南海トラフ巨大地震の発生確率は高まり、巨大地震は「起きるか否か」ではなく、もはや
「いつ起きるか」。政府・自治体・企業・国民は、巨大地震のリスクと向き合い、防災・減災対策に真剣に向
き合うべき。

②政府の動向
◆ 「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」を見直し。2025年３月に被害想定を公表。

◆ 2025年秋頃を目途に、「首都直下地震緊急対策推進基本計画」を見直す方針。

◆ 2025年３月に、富士山噴火を想定した影響、火山灰の広域降灰への対策を取りまとめ。

◆ 2026年度からの新たな「国土強靭化実施中期計画」が閣議決定。

◆ 大規模災害時に政府の災害対応の司令塔機能を担う防災庁を2026年度中に設置する見込み。

③企業の動向
◆ 大規模災害の発生を念頭に、事業継続計画（BCP）の改訂を急ぐ動きが顕著。公助に過度に期待せ
ず、企業が率先垂範し、防災・減災対策、災害時の対応に主体的に取り組むべき時。

首都直下地震をはじめとする
巨大地震の発生を見据えた
防災・減災対策の充実に向けて提言

能登半島地震により倒壊したビル 防災庁設置準備室 発足式 11



防災・減災対策の推進に向けた前提①

1．防災・減災対策を進める意義
◆ 発災時には、道路交通・電力・救急・医療・宿泊施設・建設資材等、救助・救援や復旧・復興に
係る需要が膨大となる。

◆ 一方、リソースの供給は著しく不足。

発災前に需要を抑え、供給力をつけるため、民間企業等が持つ資源や組織力
を有効活用して、発災時の人的・物的被害を低減させることが重要。

2．防災・減災対策を進めるにあたっての3つの課題

①平時からの「理解」
➢ 防災担当者のみならず、平時から、国民や住民、企業の経営層・従業員・家族までを含めた幅
広い関係者の、対策への「理解」が不可欠。

➢ 平時から理解を得るためには、「周知・徹底」「誘因」が必要。

②関係者の「連携」
➢ 防災・減災対策を実効あるものとするために、政府・自治体・企業・国民は、それぞれの役割を果た
すとともに、「連携」することが大切。

➢ 企業がさらに前面に立ち災害対応や復旧の役割を担うため、政府による支援の充実が必要。

③「資源」の有効活用
➢ 人材や資金等の「資源」は有限であり、利用できる「資源」を効率的かつ効果的に活用すること
が重要。

➢ 官民挙げた防災DXの推進により災害情報を効率的に収集し、関係者間で連携する必要。
12



防災・減災対策の推進に向けた前提②

3．防災・減災対策を進めるための基本的な考え方

「日頃から」防災
➢ 防災・減災対策が、企業価値の向上や国民の
生活の質(QOL)およびウェルビーイングの向
上等に寄与。

➢ 企業の持つ技術や資源を一層活用するため
防災・減災対策に対する「誘因」の付与。

➢ 平時と災害時を区別せずに活用できる
「フェーズフリー」の概念の浸透。

➢ 防災と防災以外の社会課題の解決を同時に
追求する「防災『も』街づくり」の推進。

「ともに」防災
➢ 政府・自治体・企業・国民のそれぞれが防災・
減災対策に取り組むとともに、官民連携を推
進。

➢ 企業は、災害時にBCPを発動して事業継続に
取り組むとともに、社会的責任を果たすべく、
災害時の対応や復旧に主体的に取り組む。そ
のための政府の支援等も必要。

➢ 国民も「公助」の限界を正しく認識し、「自助」
「共助」の取組みを強化。

「スマートに」防災
➢ 限られた資源を効率的かつ効果的に活用。特
にインフラ整備においては、資源や財政の制約
を踏まえ、真に必要な社会資本の整備に注力。

➢ 防災DXを積極的に導入・活用し、情報収集を
効率的に実施。

➢ 帰宅困難者対策や備蓄、在宅避難等に関する
方針を定め、各主体が事前に設定されたルー
ルに基づき規律正しくスマートに行動。

13



防災・減災対策の充実に向けて

災害をめぐる状況の変化
◆ 大規模地震等の自然災害が激甚化・頻発化。

◆ 一方、わが国は、少子高齢化の進展による地域社会の衰退、地域の担い手の不足、逼迫する政
府・自治体財政等、多くの社会課題を抱えている。

政府・自治体・企業・国民がワンチームで、「日頃から」「ともに」「スマートに」防災・減
災対策に取り組むことは、さまざまな社会課題の解決にもつながる。

少子高齢化

地域の衰退

財政

激甚災害

etc...

「日頃から」
防災

「スマートに」
防災

「ともに」
防災

各主体が連携した
防災・減災対策の推進

社会課題の解決

社会基盤の強化

防災・減災対策への予算の確保
◆ 防災・減災対策にかかる取組みは、補正予算による一過性の予算措置に依っている。

◆ 巨大地震をはじめとする大規模災害の発生が予測される中、事前防災を計画的かつ継続的に推
進する必要。

各事業の事業費と事業期間を明示し、補正予算ではなく当初予算において事業費を措
置すべき。
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２．本日のご説明事項
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１．企業本社が東京に集中している要因

２．東京に集中している企業・産業の特徴

３．企業の東京一極集中に関する今後の見通し

４．フランチャイズ事業の伸張、持株会社体制への移行

ご説明項目
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情報サービス業を営む企業が
東京に集中している要因

2025/ 8/ 21

1

「地方税制のあり方に関する検討会」 資料７



アジェンダ

1. 情報通信業の分類

2. 情報サービス産業の発展

3. 情報サービス業を営む企業が東京に集中している要因

（１）企業経営の観点

（２）IT人材確保の観点

4. 東京一極集中に関する今後の見通し
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1. 情報通信業の分類
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2. 情報サービス産業の発展
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3. 情報サービス企業が東京に集中している要因

（１）企業経営の観点

顧客の集中

・発注者（主に大企業の本社）は東京に所在する

・顧客との密接なコミュニケーション（常駐対応を含む）が必要である

・地域の顧客・案件は限定的（インフラ、金融、公共分野が中心）

多重下請構造

・元請企業が東京に集中し、案件と人材も東京を中心に動いている

・高付加価値案件を受注する元請企業（大手Sier等）が東京に集中しており、
案件や人材も東京を中心に動いている

インフラの整備

・質・量ともに選択肢が豊富なオフィス環境が整っている

・交通アクセスが良好で業務効率が高い

・高速かつ大容量の通信環境

・（特にDCの立地について）需要に対応可能な電力供給

リモートの限界

・意思決定や主要プロジェクトは東京中心で進む

・通信環境の向上により遠隔地からの情報サービス提供が可能になり（地域と
東京の業務が双方向に展開）、案件・人材の密度が低い地域での情報サービ
ス産業の立地に負の影響（通信における「ストロー効果」）
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3. 情報サービス企業が東京に集中している要因

（２）IT人材確保の観点

人材供給の安定性
・高度教育・研究機関の存在により、採用効率が高い

・東京はグローバル人材の獲得にも優位

人材育成・研修機会の充実
・最新の情報や技術を効率的に学べる実践的な勉強機会が豊富

・人材育成・採用支援制度（例えばデジタル人材に特化等）が充実

ネットワークと情報交流

・高度・先端的なIT人材の集積が、高レベルIT人材を呼び込む「好循
環」の起点となっている

・他社との交流により、採用・育成・定着面で相乗効果が期待できる

人材獲得の競争力向上
・東京に拠点を置くことで企業ブランド向上につながる

・高報酬や柔軟な働き方を提示しやすい環境

6



4. 東京一極集中に関する今後の見通し

今後、影響を与えるであろう要因

① ② ③

④ ⑤ ⑥
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一般社団法人 情報サービス産業協会

8


	02-1 第７回議事次第
	02-4 【資料１】検討会におけるヒアリングにあたって
	スライド 1: 第７回・第８回検討会におけるヒアリングにあたって

	02-5 【資料２】全国知事会ヒアリング説明資料
	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3

	02-6 【資料３】全国市長会ヒアリング説明資料 
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4

	02-7 【資料４】全国町村会ヒアリング説明資料
	02-8 【資料５】指定都市市長会ヒアリング説明資料
	スライド 1
	スライド 2: 1.千葉市について
	スライド 3: 千葉市のプロフィール
	スライド 4: 普通会計における歳入と歳出の状況（令和６年度（見込））
	スライド 5: 普通会計における歳入規模と歳出規模の推移
	スライド 6: 財政調整基金残高の推移
	スライド 7: （参考）公定価格の状況
	スライド 8: 留保財源（＋財源超過額）の県内他市比較（令和５年度）
	スライド 9: 経常収支比率の県内他市（人口２０万人以上）比較
	スライド 10: 財政調整基金残高の規模感の県内他市（人口２０万人以上）比較
	スライド 11: 2.財政力比較
	スライド 12: 地方間の税収の偏在をもたらすと考えられる要因（人口増減）
	スライド 13: 地方間の税収の偏在をもたらすと考えられる要因
	スライド 14: 人口１人あたり税収額の指数（令和５年度、全国平均を１００とした場合）
	スライド 15: 人口１人あたりの税収及び一般財源（円）　　令和５年度
	スライド 16: 人口１人あたりの税収及び一般財源（円）　　10年前との比較
	スライド 17: 経常収支比率（令和５年度）
	スライド 18: 3.住民サービス比較
	スライド 19: 行政サービスの格差　一自治体の独自施策のための財源の状況一
	スライド 20: 行政サービスの地域間格差の状況（令和７年度）

	02-9 【資料６】日本経済団体連合会ヒアリング説明資料
	スライド 0: 「地方税制のあり方に関する研究会」
	スライド 1: １．経団連の地方創生への 　　考え方・取り組み
	スライド 2: FUTURE DESIGN 2040の全体像
	スライド 3: 地域経済社会 – 地域別生産年齢人口の将来推計
	スライド 4: 地域経済社会 – 目指すべき姿、政府・企業の役割
	スライド 5: 地域経済社会 – 新たな道州圏域構想
	スライド 6: 地域経済社会 – 各地経済団体の独自ビジョン
	スライド 7: 地域経済社会 –道州圏域での取組みが期待される分野
	スライド 8: 地方創生に関する経団連の今後の取組
	スライド 9: 地域協創アクションプログラム
	スライド 10: 地域協創アクションプログラム・事例集
	スライド 11: 防災・減災対策の充実に向けて：はじめに
	スライド 12: 防災・減災対策の推進に向けた前提①
	スライド 13: 防災・減災対策の推進に向けた前提②
	スライド 14: 防災・減災対策の充実に向けて
	スライド 15: ２．本日のご説明事項
	スライド 16: ご説明項目

	02-10 【資料７】情報サービス産業協会ヒアリング説明資料
	既定のセクション
	スライド 1: 情報サービス業を営む企業が 東京に集中している要因 
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8: 一般社団法人 情報サービス産業協会





